様式第１号－１（第６条関係）

平成　　年　　月　　日
財団法人あきた企業活性化センター　理事長　　様
〒 住所(法人にあっては事務所の所在地)

会社名
氏名(法人にあっては代表者職氏名)　印
TEL　　　　　　　　　　FAX

担当者
（E-mail　　　　　　　　　　　）
平成　　年度あきた企業応援ファンド事業助成金交付申請書
　平成　　年度あきた企業応援ファンド事業について助成金の交付を受けたいので、あきた企業応援ファンド事業助成金交付要領第６条の規定に基づき、申請します。
１　助成事業の種類（該当する事業及び枠に丸印を付ける）
	
	中核企業育成事業
	
	一般枠
	
	重点支援枠

	
	チャレンジ企業育成事業
	
	一般枠
	
	重点支援枠


２　助成事業に要する全経費
　　　　　　円
３　助成金交付申請額
　　　　　　円
４　助成事業の実施期間
平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
５　助成事業の内容
別紙１　助成事業計画書のとおり

６　経営計画等
別紙２　経営計画及び資金調達計画のとおり

７　助成事業に要する経費の配分
別紙３　収支予算書のとおり

８　欠格事項非該当申出書
別紙４　欠格事項非該当申出書のとおり

（注）次の書類を添付すること。

・全体事業計画書（様式第１号－１－別紙５（事業実施期間が１年を超える事業計画について交付申請を行う場合に添付してください。））

・直近２期の財務諸表（個人の場合は青色申告書の写し。創業予定者の場合は添付不要です。）
・定款及び登記簿謄本の写し（個人の場合は住民票抄本）
・会社案内等会社概要が分かるもの　等

※　共同研究助成事業の場合は様式第１号－２を使用してください。

※　中小企業支援機関実施事業の場合は様式第１号－３を使用してください。
（別紙１）
あきた企業応援ファンド事業計画書

１　申請者の概要

	⑴　申請者名（会社名）
	

	⑵　氏名

（代表者役職・氏名）
	

	⑶　住所（所在地）
	

	⑷　設立年月日
	　　　　年　　月　　日

	　沿革
	

	　起業予定
	時期
	平成　　年　　月　　日

	　（創業予定者のみ）
	業種
	

	⑸　資本金（出資金）
	　　　　　　　　　　円

	　　主要株主
	株主名
	株主住所
	持株率

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	⑹　従業員数
	役員
	従業員（人）
	左記のう

ち正社員

	
	
	事務系
	営業系
	技術系
	合計
	

	
	
	
	
	
	
	

	⑺　主たる業種
	

	⑻　主な事業内容
	

	⑼　売上高
	　　　　　　　千円［平成　　年　　月期］

	⑽　経営上の強み（技術や経営ノウハウ等に関する自己アピール）
	

	⑾　経営環境及び現在の課題
	

	⑿　連絡先

担当者役職・氏名

担当者所属部署名

電話番号

ＦＡＸ番号

E-mailアドレス
	


※　有限責任事業組合の場合は、「構成員等の概要」を提出すること。

構成員等の概要（有限責任事業組合のみ記載してください。）

①　構成員

	構成員の氏名又は名称、及び代表者名
	住所又は所在地
	資本金額
	従業員数

	
	
	千円
	人

	
	
	千円
	人

	
	
	千円
	人

	
	
	千円
	人

	
	
	千円
	人


②　この事業の責任者

	氏名又は名称
	所属部署・役職名・氏名
	連絡先

	
	
	電話番号

ＦＡＸ番号

E-mailアドレス
	


③　この事業に関する経理等を行う実施主体

	氏名又は名称
	所属部署・役職名・氏名
	連絡先

	
	
	電話番号

ＦＡＸ番号

E-mailアドレス
	


２　申請事業の概要

	事業のテーマ
	

	活用する地域資源
	

	事業の具体的内容
	

	事業実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	事業の目的・理由（必要性）
	

	事業の新規性・革新性
	

	市場ニーズ（競争力）、販売ターゲット（業種、業態、地域、年齢、性別等）、市場規模・動向、販路開拓方法等
	

	課題とその解決策
	

	事業実施に必要な技術（事業実施を可能とする技術・知識・ノウハウ等）
	

	
	取得している特許等
	

	
	利用する他の技術（ライセンス契約等）
	

	目標・成果（目標の指標）
	

	
	事業化(予定)時期
	事業化

商品等

の売上

目標額
	事業完了

１年目（年間）
	事業完了

２年目（年間）
	事業完了

３年目（年間）

	
	平成　　年　月
	
	千円
	千円
	千円

	特許等取得計画（取得技術の概要、出願予定日）
	

	地域産業への貢献及び波及効果
	

	事業実施体制
	

	
	指導者、協力者、外部提携先
	

	地域における関係事業者との連携
	

	他の補助金等の交付（申請）状況
	　この事業について、過去３年以内に補助金等の交付を受けたもの又は現在申請中のものがあれば、その補助金等の名称、補助金等交付元、補助事業の内容、補助金額、交付決定（申請）年月日を記載してください。


３　申請事業スケジュール

	項　　　目
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　主な取組のスケジュールを記入すること。

経営計画及び資金調達計画
（別紙２）

参加中小企業者名　　　　　　　　　　　　
（単位　千円）

	
	前々期

(　年　月期)
	前期

(　年　月期)
	直近期末

(　年　月期)
	１年後

(　年　月期)
	２年後

(　年　月期)
	３年後

(　年　月期)
	4年後

(　年　月期)
	５年後

(　年　月期)

	①売上高
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	県内企業との取引額
	
	
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	④一般管理費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑥営業外費用
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑦経常利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑨設備投資額
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑩運転資金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	普通償却額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	特別償却額
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑪減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑫付加価値額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	付加価値増加率
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑬従業員数
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑭従業員一人当付加価値額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑮資金調達額（⑨＋⑩）
	政府系金融機関
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	
	民間金融機関
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	
	その他
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	
	合　計
	－
	－
	－
	
	
	
	
	


（付加価値額等の算出方法）

人数、人件費に短時間労働者、派遣労働者に対する費用を参入しましたか。
（はい・いいえ）

減価償却費にリース費用を参入しましたか。
（はい・いいえ）

従業員数について就業時間による調整を行いましたか。
（はい・いいえ）

別表３（各種指標の算出式）

「経常利益」：営業利益－営業外費用（支払利息、新株発行費等）

「付加価値額」：営業利益＋人件費＋減価償却費

「一人当たりの付加価値額」：付加価値額÷従業員数

「営業利益」：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費

（別紙３）

収支予算書
１　収入の部
（単位：円）

	区分
	金額
	調達先
	備考

	助成金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	その他
	
	
	

	合計
	
	
	


２　支出の部
（単位：円）

	区分
	助成事業に要する経費（A）
	助成対象経費

(B)（≦A)
	助成金要望額(C)

(≦B×助成率)
	備考

	新商品等

開発費
	
	
	
	

	販路開拓費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


◎仕入控除の減額（有り　・　無し）

※１　本書の作成に当たっては、当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額を減額して行うこと。ただし、作成時において当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が明かでないものについてはこの限りでない。

※２　収支予算書の支出予算額の経費の区分ごとの金額は、支出明細書の経費の区分ごとの金額と一致すること。
支出明細書

（単位：円）

	区分
	費目
	金額
	積算内訳

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	
	


※１　積算根拠がわかる資料等を添付すること。

※２　支出明細書の経費の区分ごとの金額は、収支予算書の支出予算額の経費の区分ごとの金額と一致すること。
※３　助成対象経費は、別表※２において示す別記のとおり。

※４　事業の一部を委託・外注する場合は、委託・外注計画書を添付すること。

委託・外注計画書
	委託の

内容
	

	委託先の

名称等
	

	委託

期間
	

	委託の

理由
	


（別紙４）

欠格事項非該当申出書
　平成　　年度あきた企業応援ファンド事業助成金の応募にあたっては、欠格事項には該当しません。

　なお、応募日現在における国税及び地方税の納税状況は次のとおりです。

（以下の該当する項目の番号を○で囲んで下さい。）

１　滞納はありません。

２　以下のとおり滞納がありますが、今後、課税庁の了承した納入計画に基づいて納付します。

	税金名
	課税年度
	納期
	滞納額

（千円）
	今後の納付計画

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　課税庁が認めた納入計画を添付すること。手形・小切手の場合は、振り出しが分かるものを添付

平成　　年　　月　　日

財団法人あきた企業活性化センター理事長　様

〒 住所(法人にあっては事務所の所在地)

会社名
氏名(法人にあっては代表者職氏名)　印
（別紙５）
全体事業計画概要書
１　全体事業実施期間

　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

２　１年を超えて助成事業を実施する理由

　

３　事業実施スケジュール

	事業実施年

項　　　目
	第１事業実施年
	第２事業実施年

	主な事業内容
	
	

	具体的な実施方法・手段（実施時期）
	
	

	当該年の事業成果・効果
	
	


※　「事業実施年」とは、事業実施開始から１年間ごとの期間をいう

全体収支予算書
１　収入の部
	事業実施年

区　分
	第１事業実施年
	第２事業実施年

	
	予算額
	内訳等
	予算額
	内訳等

	自己資金
	千円
	
	千円
	

	助成金
	千円
	
	千円
	

	借入金
	千円
	
	千円
	

	
	千円
	
	千円
	

	計
	千円
	
	千円
	


２　支出の部
	事業実施年

区　分
	第１事業実施年
	第２事業実施年

	
	金　　額
	内容（主な使途及び金額）
	金　　額
	内容（主な使途及び金額）

	新商品開発費
	円
	
	円
	

	販路開拓費
	円
	
	円
	

	
	円
	
	円
	

	合　　計
	円
	
	円
	


◎　消費税等仕入控除税額の減額（有り　・　無し）

※１　本書の作成に当たっては、当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額を減額して行うこと。ただし、作成時において当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が明かでないものについてはこの限りでありません。

※２　経費の区分ごとに分類してください。

※３　助成対象経費は、別表※２において示す別記のとおり。

※４　項目が多岐にわたる場合、適宜行を追加し記載してください。

(①-②)





(⑤-⑥)





(⑤+⑧+⑪)





(⑫/⑬)
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